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「ダイワ上場投信－日経２２５」の信託約款変更のお知らせ 

 

 

「ダイワ上場投信－日経２２５」について、商標使用料および上場にかかる費用を受益者の負担とす

ることができるようにするとともに、信託報酬率を引き下げるため、信託約款の変更を行なうことをお

知らせいたします。 

 

記 

 

1. 変更対象投資信託の名称 

「ダイワ上場投信－日経２２５」（コード番号 1320） 

 

2. 変更内容 

商標使用料および受益権の上場にかかる費用を年率 0.06％を上限として受益者の負担とすることが

できるようにするとともに、信託報酬（※）の年率の上限を 0.23％から 0.16％に引き下げるため、信

託約款の変更を行ないます。 

（※）信託財産に属する株式の貸付による品貸料にかかる信託報酬を除きます。以下同じ。 

（注）年率の数字は、信託財産の純資産総額に対する税抜きの率。以下同じ。 

 

3. 変更理由 

受益者が負担する信託報酬、商標使用料および受益権の上場にかかる費用の合計額の上限を、年率

0.23％から 0.22％に引き下げることにより、商品の魅力を高めるため。 

 

4. 変更適用日 

平成 23 年 5 月 24 日 

（金融庁への信託約款変更の届出は、平成 23 年 5 月 23 日に行ないました。） 

 

5．異議申立手続き 

当該信託約款変更は、重大な約款変更には該当しないため、異議申立手続きは行なっておりません。 

 

 

 

以上 



信託約款 新旧対照表 

 

ダイワ上場投信－日経２２５ 

（平成23年5月24日変更） 

変 更 後 現 行 

 

（信託事務の諸費用および監査報酬） 

第38条 信託財産に関する租税、信託事務の処理

に要する諸費用、受託者の立替えた立替金

の利息ならびに信託財産にかかる監査報酬

および当該監査報酬にかかる消費税等に相

当する金額（以下「諸経費」といいます。）

は、受益者の負担とし、信託財産中から支

弁します。なお、受益権の上場にかかる費

用および日経平均株価の商標（これに類す

る商標を含みます。）の使用料（以下「商標

使用料」といいます。）ならびにこれらにか

かる消費税等に相当する金額は、受益者の

負担とし、信託財産中から支弁することが

できます。ただし、第36条に規定する各計

算期間において、信託財産中から支弁する

受益権の上場にかかる費用および商標使用

料の合計額は、信託財産の純資産総額に年

10,000分の6の率を乗じて得た額を超えな

いものとします。 

 

（信託報酬等の額および支弁の方法） 

第39条 委託者および受託者の信託報酬の総額

は、第36条に規定する計算期間を通じて毎

日、次の第1号の額に第2号の額を加算して

得た額とします。 

1．信託財産の純資産総額に年10,000分の

16以内の率を乗じて得た額 

2. 第27条第1項の規定に基づく信託財産

に属する株式の貸付にかかる品貸料（貸

付株券から発生する配当金相当額等を

含まないものとします。）に100分の50以

内の率を乗じて得た額。ただし、株式の

貸付けにあたって担保として現金を受

け入れた場合には、当該品貸料に、当該

現金の運用により生じたとみなし得る

収益を加算し、貸付けの相手方に支払う

当該現金に対する利息額を控除して得

た額（当該額が負数のときは零としま

す。）に100分の50以内の率を乗じて得た

額 

②～③ （略） 

 

 

（信託事務の諸費用および監査報酬） 

第38条 信託財産に関する租税、信託事務の処理

に要する諸費用、受託者の立替えた立替金

の利息ならびに信託財産にかかる監査報酬

および当該監査報酬にかかる消費税等に相

当する金額（以下「諸経費」といいます。）

は、受益者の負担とし、信託財産中から支

弁します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（信託報酬等の額および支弁の方法） 

第39条 委託者および受託者の信託報酬の総額

は、第36条に規定する計算期間を通じて毎

日、次の第1号の額に第2号の額を加算して

得た額とします。 

1．信託財産の純資産総額に年10,000分の

23以内の率を乗じて得た額 

2. 第27条第1項の規定に基づく信託財産

に属する株式の貸付にかかる品貸料（貸

付株券から発生する配当金相当額等を

含まないものとします。）に100分の50以

内の率を乗じて得た額。ただし、株式の

貸付けにあたって担保として現金を受

け入れた場合には、当該品貸料に、当該

現金の運用により生じたとみなし得る

収益を加算し、貸付けの相手方に支払う

当該現金に対する利息額を控除して得

た額（当該額が負数のときは零としま

す。）に100分の50以内の率を乗じて得た

額 

②～③ （略） 

 

 


